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議第２２号

令和３年度富士宮市国民健康保険事業特別会計予算

令和３年度富士宮市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 12,988,000千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（一時借入金）

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は､

600,000千円と定める。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

⑴ 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこ

れらの経費の各項の間の流用

令和３年２月９日 提出

静岡県富士宮市長 須 藤 秀 忠



　　　　　　　　　　　　 第１表　歳入歳出予算

 （歳入） (単位　千円)

款 項

 1 国 民 健 康 保 険 税 ２，７５０，３６８

 1 国 民 健 康 保 険 税 ２，７５０，３６８

 2 使 用 料 及 び 手 数 料 ９００

 1 手 数 料 ９００

 3 国 庫 支 出 金 ２

 1 国 庫 補 助 金 ２

 4 県 支 出 金 ８，９２７，３２３

 1 県 補 助 金 ８，９２７，３２２

 2 財 政 安 定 化 基 金 交 付 金 １

 5 財 産 収 入 ５４６

 1 財 産 運 用 収 入 ５４６

 6 繰 入 金 １，１７４，０７８

 1 他 会 計 繰 入 金 ８８８，０７８

 2 基 金 繰 入 金 ２８６，０００

 7 繰 越 金 ３０，００１

 1 繰 越 金 ３０，００１

 8 諸 収 入 １０４，７８２

 1 延 滞 金 及 び 過 料 ２９，０００

 2 預 金 利 子 １０

 3 雑 入 ７５，７７２

１２，９８８，０００

金 額

歳 入 合 計
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 （歳出） (単位　千円)

款 項

 1 総 務 費 １５８，９６９

 1 総 務 管 理 費 １４４，７８７

 2 徴 税 費 １３，８３２

 3 運 営 協 議 会 費 ３５０

 2 保 険 給 付 費 ８，７５４，８２８

 1 療 養 諸 費 ７，６９８，８２７

 2 高 額 療 養 費 １，０００，８２０

 3 移 送 費 ２５０

 4 出 産 育 児 諸 費 ４２，０２１

 5 葬 祭 諸 費 １０，７５０

 6 傷 病 手 当 諸 費 ２，１６０

 3 保 険 事 業 費 納 付 金 ３，８５１，３７５

 1 医 療 給 付 費 ２，６５１，５３７

 2 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 ８７２，０６３

 3 介 護 納 付 金 ３２７，７７５

 4 共 同 事 業 拠 出 金 ２

 1 共 同 事 業 拠 出 金 ２

 5 財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金 １

 1 財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金 １

 6 保 健 事 業 費 １３５，１６４

 1 特 定 健 康 診 査 等 事 業 費 １０８，０１１

 2 保 健 事 業 費 ２７，１５３

 7 基 金 積 立 金 ５４６

 1 基 金 積 立 金 ５４６

 8 公 債 費 ５００

 1 公 債 費 ５００

 9 諸 支 出 金 ７６，６１５

 1 償 還 金 及 び 還 付 金 ７６，６１５

10 予 備 費 １０，０００

 1 予 備 費 １０，０００

１２，９８８，０００

金 額

歳 出 合 計
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 歳入歳出予算  事項別明細書

１　総括

(歳入)

款

 1 国 民 健 康 保 険 税 2,750,368

 2 使 用 料 及 び 手 数 料 900

 3 国 庫 支 出 金 2

 4 県 支 出 金 8,927,323

 5 財 産 収 入 546

 6 繰 入 金 1,174,078

 7 繰 越 金 30,001

 8 諸 収 入 104,782

12,988,000

本 年 度 予 算 額

歳 入 合 計
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 歳入歳出予算  事項別明細書

(単位　千円)

2,949,328 △198,960

1,000 △100

9,921 △9,919

9,136,543 △209,220

500 46

1,035,481 138,597

10,001 20,000

87,226 17,556

13,230,000 △242,000

前 年 度 予 算 額 比 較
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(歳出)

款

 1 総 務 費 158,969 170,911 △11,942

 2 保 険 給 付 費 8,754,828 8,968,771 △213,943

 3 保 険 事 業 費 納 付 金 3,851,375 3,855,593 △4,218

 4 共 同 事 業 拠 出 金 2 2 0

 5 財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金 1 1 0

 6 保 健 事 業 費 135,164 145,298 △10,134

 7 基 金 積 立 金 546 500 46

 8 公 債 費 500 500 0

 9 諸 支 出 金 76,615 78,424 △1,809

10 予 備 費 10,000 10,000 0

12,988,000 13,230,000 △242,000歳 出 合 計

本年度予算額 前年度予算額 比 較
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(単位 千円)

6,237 148,617 4,115

8,689,333 28,000 37,495

195,862 3,655,513

2

1

35,890 2,791 96,483

546

500

60,000 16,615

10,000

8,927,322 239,954 3,820,724

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特 定 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

一 般
財 源
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２　歳入

(款) 1 国民健康保険税

目

 1 一般被保険者国民健康保険税 2,748,617 2,947,078 △ 198,461

 2 退職被保険者等国民健康保険税 1,751 2,250 △ 499

計 2,750,368 2,949,328 △ 198,960

本 年 度 前 年 度 比 較
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(項) 1 国民健康保険税 （単位　千円）

節   

 1 医療給付費分現年課税 1,806,386

分

 2 後期高齢者支援金分現 591,022

年課税分

 3 介護納付金分現年課税 211,199

分

 4 医療給付費分滞納繰越 91,000

分

 5 後期高齢者支援金分滞 34,285

納繰越分

 6 介護納付金分滞納繰越 14,725

分

 1 医療給付費分現年課税 10

分

 2 後期高齢者支援金分現 10

年課税分

 3 介護納付金分現年課税 10

分

 4 医療給付費分滞納繰越 954

分

 5 後期高齢者支援金分滞 294

納繰越分

 6 介護納付金分滞納繰越 473

分

説 明
区 分 金 額

- 国保 11 - (款) 1 国民健康保険税



(款) 2 使用料及び手数料

目

 1 督促手数料 900 1,000 △ 100

計 900 1,000 △ 100

本 年 度 前 年 度 比 較
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(項) 1 手数料 （単位　千円）

節   

 1 督促手数料 900 国民健康保険税督促手数料

説 明
区 分 金 額

- 国保 13 - (款) 2 使用料及び手数料



(款) 3 国庫支出金

目

 1 災害臨時特例補助金 1 1 0

 2 特定健康診査補助金 1 1 0

社会保障・税番号制度システム整備 0 9,919 △ 9,919

費補助金

計 2 9,921 △ 9,919

本 年 度 前 年 度 比 較
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(項) 1 国庫補助金 （単位　千円）

節   

 1 災害臨時特例補助金 1

 1 特定健康診査補助金 1

廃目

説 明
区 分 金 額
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(款) 4 県支出金

目

 1 保険給付費等交付金 8,927,322 9,136,542 △ 209,220

計 8,927,322 9,136,542 △ 209,220

(款) 4 県支出金

目

 1 財政安定化基金交付金 1 1 0

計 1 1 0

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 前 年 度 比 較
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(項) 1 県補助金 （単位　千円）

節   

 1 普通交付金 8,687,173

 2 特別交付金 240,149 保険者努力支援分 51,712

特別調整交付金 19,500

県繰入金 138,097

特定健康診査等負担金 30,840

(項) 2 財政安定化基金交付金 （単位　千円）

節   

 1 財政安定化基金交付金 1

説 明

説 明

区 分 金 額

区 分 金 額
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(款) 5 財産収入

目

 1 利子及び配当金 546 500 46

計 546 500 46

本 年 度 前 年 度 比 較
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(項) 1 財産運用収入 （単位　千円）

節   

 1 利子及び配当金 546 保険給付等支払準備基金利子

説 明
区 分 金 額

- 国保 19 - (款) 5 財産収入



(款) 6 繰入金

目

 1 一般会計繰入金 888,078 875,481 12,597

計 888,078 875,481 12,597

(款) 6 繰入金

目

 1 保険給付等支払準備基金繰入金 286,000 160,000 126,000

計 286,000 160,000 126,000

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 前 年 度 比 較
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(項) 1 他会計繰入金 （単位　千円）

節   

 1 保険基盤安定繰入金　 415,031

（保険税軽減分）

 2 保険基盤安定繰入金　 251,478

（保険者支援分）

 3 職員給与費等繰入金 151,408

 4 出産育児一時金繰入金 28,000

 5 財政安定化支援事業繰 42,161

入金

(項) 2 基金繰入金 （単位　千円）

節   

 1 保険給付等支払準備基 286,000

金繰入金

説 明

説 明

区 分 金 額

区 分 金 額
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(款) 7 繰越金

目

 1 繰越金 30,001 10,001 20,000

計 30,001 10,001 20,000

本 年 度 前 年 度 比 較
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(項) 1 繰越金 （単位　千円）

節   

 1 療養給付費交付金繰越 1

金

 2 その他繰越金 30,000

説 明
区 分 金 額
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(款) 8 諸収入

目

 1 延滞金 29,000 17,310 11,690

計 29,000 17,310 11,690

(款) 8 諸収入

目

 1 預金利子 10 10 0

計 10 10 0

(款) 8 諸収入

目

 1 第三者納付金 15,646 10,100 5,546

 2 返納金 123 132 △ 9

 3 雑入 60,003 59,674 329

計 75,772 69,906 5,866

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 前 年 度 比 較
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(項) 1 延滞金及び過料 （単位　千円）

節   

 1 一般被保険者延滞金 28,000

 2 退職被保険者等延滞金 1,000

(項) 2 預金利子 （単位　千円）

節   

 1 預金利子 10

(項) 3 雑入 （単位　千円）

節   

 1 一般被保険者第三者納 15,546 損害賠償請求権代位取得に基づく徴収金

付金

 2 退職被保険者等第三者 100 損害賠償請求権代位取得に基づく徴収金

納付金

 1 一般被保険者返納金 121 現年度無資格者返納金 120

過年度無資格者返納金 1

 2 退職被保険者返納金 2 現年度無資格者返納金 1

過年度無資格者返納金 1

 1 雑入 60,003 軽減特例措置分交付金 1

国保連合会返納金 60,000

現年度返還金 1

過年度返還金 1

説 明

説 明

説 明

区 分 金 額

区 分 金 額

区 分 金 額
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３　歳出

(款)  1 総務費

目

 1 一般管理費 140,672 152,741 △12,069 6,237 134,435

 2 連合会負担金 4,115 3,902 213

計 144,787 156,643 △11,856 6,237 134,435

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較
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(項)  1 総務管理費 （単位  千円）

節       

 1 報酬 4,111人件費（一般職） 109,327

 2 給料 56,255 一般職給 56,255  

 3 職員手当等 36,277 扶養手当 480  

扶養手当 480  地域手当 1,723  

地域手当 1,723  住居手当 1,080  

住居手当 1,080  通勤手当 1,633  

通勤手当 1,633  特殊勤務手当 84  

特殊勤務手 84  時間外勤務手当 6,500  

当 管理職手当 687  

時間外勤務 6,500  期末手当 13,072  

手当 勤勉手当 9,661  

管理職手当 687  児童手当 490  

期末手当 13,939  市町村職員共済組合負担金 17,570  

勤勉手当 9,661  地方公務員災害補償基金負担金 92  

児童手当 490  一般諸経費 31,345

 4 共済費 20,704 会計年度任用職員報酬 4,111  

 5 災害補償費 1 期末手当 867  

 8 旅費 178 社会保険料 3,042  

 9 交際費 5 災害補償費 1  

10 需用費 1,543 費用弁償（委員等旅費） 6  

消耗品費 979  費用弁償（会計年度任用職員通勤手当） 77  

印刷製本費 564  普通旅費 95  

11 役務費 2,650 交際費 5  

郵便料 2,650  消耗品費 979  

12 委託料 4,458 印刷製本費 564  

13 使用料及び 132 郵便料 2,650  

賃借料 国保システム改修委託料 4,128  

17 備品購入費 1,200 国保実績報告システム等保守委託料 330  

18 負担金補助 13,158 施設使用料 132  

及び交付金 庁用備品費 1,200  

電算業務負担金 12,593  

オンライン資格確認等システム運営負担金

565  

4,115 18 負担金補助 4,115各種団体会費等負担金 4,115

及び交付金 県国保団体連合会負担金 4,115  

4,115

内 訳

説 明一 般
財 源

区 分 金 額
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(款)  1 総務費

目

 1 賦課徴収費 13,832 13,917 △85 13,832

計 13,832 13,917 △85 13,832

(款)  1 総務費

目

 1 運営協議会費 350 351 △1 350

計 350 351 △1 350

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 前 年 度 比 較
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(項)  2 徴税費 （単位  千円）

節       

 1 報酬 3,891国保賦課徴収費 13,832

 3 職員手当等 827 会計年度任用職員報酬 3,891  

期末手当 827  期末手当 827  

 8 旅費 108 費用弁償（会計年度任用職員通勤手当） 99  

10 需用費 391 普通旅費 9  

消耗品費 80  消耗品費 80  

印刷製本費 311  印刷製本費 311  

11 役務費 6,371 郵便料 5,500  

郵便料 5,500  手数料 871  

手数料 871  コンビニエンスストア収納代行委託料 2,244  

12 委託料 2,244

(項)  3 運営協議会費 （単位  千円）

節       

 1 報酬 333国保運営協議会運営費 350

 5 災害補償費 1 国保運営協議会委員報酬 333  

 8 旅費 7 災害補償費 1  

11 役務費 9 費用弁償（委員等旅費） 5  

郵便料 9  普通旅費 2  

郵便料 9  

内 訳

説 明

内 訳

説 明

一 般
財 源

区 分 金 額

一 般
財 源

区 分 金 額
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(款)  2 保険給付費

目

 1 一般被保険者 7,600,000 7,700,000 △100,000 7,600,000

療養給付費

 2 退職被保険者 100 5,000 △4,900 100

等療養給付費

 3 一般被保険者 60,000 68,000 △8,000 60,000

療養費

 4 退職被保険者 100 100 0 100

等療養費

 5 審査支払手数 38,627 41,000 △2,373 25,903

料

計 7,698,827 7,814,100 △115,273 7,686,103

(款)  2 保険給付費

目

 1 一般被保険者 1,000,000 1,100,000 △100,000 1,000,000

高額療養費

 2 退職被保険者 10 200 △190 10

等高額療養費

 3 一般被保険者 800 1,400 △600 800

高額介護合算

療養費

 4 退職被保険者 10 50 △40 10

等高額介護合

算療養費

計 1,000,820 1,101,650 △100,830 1,000,820

(款)  2 保険給付費

目

 1 一般被保険者 150 150 0 150

移送費

 2 退職被保険者 100 100 0 100

等移送費

計 250 250 0 250

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 前 年 度 比 較

- 国保 30 -



(項)  1 療養諸費 （単位  千円）

節       

18 負担金補助 7,600,000一般被保険者療養給付 7,600,000

及び交付金 療養給付費負担金 7,600,000  

18 負担金補助 100退職被保険者等療養給付 100

及び交付金 療養給付費負担金 100  

18 負担金補助 60,000一般被保険者療養 60,000

及び交付金 療養費負担金 60,000  

18 負担金補助 100退職被保険者等療養 100

及び交付金 療養費負担金 100  

12,724 11 役務費 38,627審査支払手数料 38,627

手数料 38,627  手数料 38,627  

12,724

(項)  2 高額療養費 （単位  千円）

節       

18 負担金補助 1,000,000一般被保険者高額療養費 1,000,000

及び交付金 高額療養費負担金 1,000,000  

18 負担金補助 10退職被保険者等高額療養費 10

及び交付金 高額療養費負担金 10  

18 負担金補助 800一般被保険者高額介護合算療養費 800

及び交付金 高額療養費負担金 800  

18 負担金補助 10退職被保険者等高額介護合算療養費 10

及び交付金 高額療養費負担金 10  

(項)  3 移送費 （単位  千円）

節       

18 負担金補助 150一般被保険者移送費 150

及び交付金 移送費負担金 150  

18 負担金補助 100退職被保険者等移送費 100

及び交付金 移送費負担金 100  

内 訳

説 明

内 訳

説 明

内 訳

説 明

一 般
財 源

区 分 金 額

一 般
財 源

区 分 金 額

一 般
財 源

区 分 金 額

- 国保 31 - (款) 2 保険給付費



(款)  2 保険給付費

目

 1 出産育児一時 42,000 42,000 0 28,000

金

 2 支払手数料 21 21 0

計 42,021 42,021 0 28,000

(款)  2 保険給付費

目

 1 葬祭費 10,750 10,750 0

計 10,750 10,750 0

(款)  2 保険給付費

目

 1 傷病手当金 2,160 0 2,160 2,160

計 2,160 0 2,160 2,160

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 前 年 度 比 較

- 国保 32 -



(項)  4 出産育児諸費 （単位  千円）

節       

14,000 18 負担金補助 42,000出産育児一時金 42,000

及び交付金 出産育児一時金 42,000  

21 11 役務費 21出産育児支払手数料 21

手数料 21  手数料 21  

14,021

(項)  5 葬祭諸費 （単位  千円）

節       

10,750 18 負担金補助 10,750葬祭費 10,750

及び交付金 葬祭費 10,750  

10,750

(項)  6 傷病手当諸費 （単位  千円）

節       

18 負担金補助 2,160傷病手当金 2,160

及び交付金 傷病手当金 2,160  

内 訳

説 明

内 訳

説 明

内 訳

説 明

一 般
財 源

区 分 金 額

一 般
財 源

区 分 金 額

一 般
財 源

区 分 金 額

- 国保 33 - (款) 2 保険給付費



(款)  3 保険事業費納付金

目

 1 一般被保険者 2,650,537 2,695,261 △44,724 51,712

医療給付費

 2 退職被保険者 1,000 1,542 △542

等医療給付費

計 2,651,537 2,696,803 △45,266 51,712

(款)  3 保険事業費納付金

目

 1 一般被保険者 871,763 839,720 32,043 144,150

後期高齢者支

援金等

 2 退職被保険者 300 487 △187

等後期高齢者

支援金等

計 872,063 840,207 31,856 144,150

(款)  3 保険事業費納付金

目

 1 介護納付金 327,775 318,583 9,192

計 327,775 318,583 9,192

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 前 年 度 比 較

- 国保 34 -



(項)  1 医療給付費 （単位  千円）

節       

2,598,825 18 負担金補助 2,650,537一般被保険者医療給付費 2,650,537

及び交付金 一般被保険者医療給付費 2,650,537  

1,000 18 負担金補助 1,000退職被保険者等医療給付費 1,000

及び交付金 退職被保険者等医療給付費 1,000  

2,599,825

(項)  2 後期高齢者支援金等 （単位  千円）

節       

727,613 18 負担金補助 871,763一般被保険者後期高齢者支援金等 871,763

及び交付金 一般被保険者後期高齢者支援金等 871,763  

300 18 負担金補助 300退職被保険者等後期高齢者支援金等 300

及び交付金 退職被保険者等後期高齢者支援金等 300  

727,913

(項)  3 介護納付金 （単位  千円）

節       

327,775 18 負担金補助 327,775介護納付金 327,775

及び交付金 介護納付金 327,775  

327,775

内 訳

説 明

内 訳

説 明

内 訳

説 明

一 般
財 源

区 分 金 額

一 般
財 源

区 分 金 額

一 般
財 源

区 分 金 額

- 国保 35 - (款) 3 保険事業費納付金



(款)  4 共同事業拠出金

目

 1 その他共同事 2 2 0

業事務費拠出

金

計 2 2 0

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

- 国保 36 -



(項)  1 共同事業拠出金 （単位  千円）

節       

2 18 負担金補助 2退職被保険者等資格確認共同事業拠出金 2

及び交付金 退職被保険者等資格確認共同事業拠出金 2  

2

内 訳

説 明一 般
財 源

区 分 金 額

- 国保 37 - (款) 4 共同事業拠出金



(款)  5 財政安定化基金拠出金

目

 1 財政安定化基 1 1 0

金拠出金

計 1 1 0

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

- 国保 38 -



(項)  1 財政安定化基金拠出金 （単位  千円）

節       

1 18 負担金補助 1財政安定化基金拠出金 1

及び交付金 財政安定化基金拠出金 1  

1

内 訳

説 明一 般
財 源

区 分 金 額

- 国保 39 - (款) 5 財政安定化基金拠出金



(款)  6 保健事業費

目

 1 特定健康診査 108,011 119,042 △11,031 30,840

等事業費

計 108,011 119,042 △11,031 30,840

(款)  6 保健事業費

目

 1 保健衛生普及 27,153 26,256 897 5,050 2,791

費

計 27,153 26,256 897 5,050 2,791

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 前 年 度 比 較

- 国保 40 -



(項)  1 特定健康診査等事業費 （単位  千円）

節       

77,171  1 報酬 1,841特定健診特定保健指導事業 108,011

 3 職員手当等 392 会計年度任用職員報酬 1,841  

期末手当 392  期末手当 392  

 8 旅費 184 費用弁償（委員等旅費） 4  

10 需用費 275 費用弁償（会計年度任用職員通勤手当） 159  

消耗品費 221  普通旅費 21  

印刷製本費 44  消耗品費 221  

修繕料 10  印刷製本費 44  

11 役務費 3,415 修繕料 10  

郵便料 2,329  郵便料 2,329  

通信料 180  通信料 180  

手数料 906  手数料 906  

12 委託料 101,904 駐車場整理委託料 54  

特定健診委託料 101,482  

特定保健指導委託料 368  

77,171

(項)  2 保健事業費 （単位  千円）

節       

19,312  1 報酬 6,718保健衛生普及事業 27,153

 3 職員手当等 1,428 会計年度任用職員報酬 6,718  

期末手当 1,428  期末手当 1,428  

 8 旅費 246 費用弁償（委員等旅費） 4  

10 需用費 89 費用弁償（会計年度任用職員通勤手当） 231  

消耗品費 79  普通旅費 11  

修繕料 10  消耗品費 79  

11 役務費 8,664 修繕料 10  

郵便料 7,966  郵便料 7,966  

手数料 698  手数料 698  

12 委託料 7,622 人間ドック・脳ドック事業委託料 7,224  

18 負担金補助 2,386 ４０歳未満健康診査委託料 398  

及び交付金 人間ドック助成金 2,386  

19,312

内 訳

説 明

内 訳

説 明

一 般
財 源

区 分 金 額

一 般
財 源

区 分 金 額

- 国保 41 - (款) 6 保健事業費



(款)  7 基金積立金

目

 1 保険給付等支 546 500 46 546

払準備基金積

立金

計 546 500 46 546

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

- 国保 42 -



(項)  1 基金積立金 （単位  千円）

節       

24 積立金 546保険給付等支払準備基金積立金 546

保険給付等支払準備基金積立金 546  

内 訳

説 明一 般
財 源

区 分 金 額

- 国保 43 - (款) 7 基金積立金



(款)  8 公債費

目

 1 一時借入金利 500 500 0

子

計 500 500 0

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

- 国保 44 -



(項)  1 公債費 （単位  千円）

節       

500 22 償還金利子 500一時借入金利子 500

及び割引料 一時借入金利子 500  

500

内 訳

説 明一 般
財 源

区 分 金 額

- 国保 45 - (款) 8 公債費



(款)  9 諸支出金

目

 1 一般被保険者 14,900 16,000 △1,100

保険税還付金

 2 退職被保険者 100 1,000 △900

等保険税還付

金

 3 償還金 61,615 61,424 191 60,000

計 76,615 78,424 △1,809 60,000

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

- 国保 46 -



(項)  1 償還金及び還付金 （単位  千円）

節       

14,900 22 償還金利子 14,900一般被保険者保険税還付金 14,900

及び割引料 保険税還付金 14,900  

100 22 償還金利子 100退職被保険者等保険税還付金 100

及び割引料 保険税還付金 100  

1,615 22 償還金利子 61,615償還金 61,615

及び割引料 国庫支出金超過交付金返還金 1  

退職者医療交付金返還金 1,613  

県支出金超過交付金返還金 1  

保険給付費等交付金償還金 60,000  

16,615

内 訳

説 明一 般
財 源

区 分 金 額

- 国保 47 - (款) 9 諸支出金



(款) 10 予備費

目

 1 予備費 10,000 10,000 0

計 10,000 10,000 0

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

- 国保 48 -



(項)  1 予備費 （単位  千円）

節       

10,000

10,000

内 訳

説 明一 般
財 源

区 分 金 額

- 国保 49 - (款) 10 予備費



- 国保 50 -

給 与 費 明 細 書
１ 特別職

（単位 千円）

２ 一般職

（１） 総 括

(単位 千円）

(単位 千円）

(単位 千円）

区 分
職員数

(人)

給 与 費
共済費 合 計 備 考

報 酬給 料 期末手当 計

本

年

度

長 等

議 員

その他の

特別職
14 333 333 333

計 14 333 333 333

前

年

度

長 等

議 員

その他の

特別職
14 333 333 333

計 14 333 333 333

比

較

長 等

議 員

その他の

特別職
0 0 0 0

計 0 0 0 0

区 分
職員数

(人)

給 与 費
共 済 費合 計備 考

報 酬給 料職員手当 計

本年度 24 16,561 56,255 38,434 111,250 20,704 131,954

前年度 24 16,087 55,107 37,477 108,671 20,808 129,479

比 較 0 474 1,148 957 2,579 △ 104 2,475

職 員

手 当

の内訳

（１）

区 分扶養手当地域手当住居手当通勤手当
特殊勤務

手 当

時 間 外

勤務手当

管 理 職

手 当

本年度 480 1,723 1,080 1,633 84 6,500 687

前年度 798 1,698 510 1,591 84 7,000 687

比 較 △ 318 25 570 42 0 △ 500 0

職 員

手 当

の内訳

（２）

区 分期末手当勤勉手当

本年度 16,586 9,661

前年度 15,642 9,467

比 較 944 194



- 国保 51 -

（ア） 会計年度任用職員以外の職員 (単位 千円）

(単位 千円）

(単位 千円）

（イ） 会計年度任用職員 (単位 千円）

(単位 千円）

区 分
職員数

(人)

給 与 費
共 済 費合 計備 考

報 酬給 料職員手当 計

本年度 16 56,255 34,920 91,175 17,662 108,837

前年度 16 55,107 34,968 90,075 18,039 108,114

比 較 0 1,148 △ 48 1,100 △ 377 723

職 員

手 当

の内訳

（１）

区 分扶養手当地域手当住居手当通勤手当
特殊勤務

手 当

時 間 外

勤務手当

管 理 職

手 当

本年度 480 1,723 1,080 1,633 84 6,500 687

前年度 798 1,698 510 1,591 84 7,000 687

比 較 △ 318 25 570 42 0 △ 500 0

職 員

手 当

の内訳

（２）

区 分期末手当勤勉手当

本年度 13,072 9,661

前年度 13,133 9,467

比 較 △ 61 194

区 分
職員数

(人)

給 与 費
共 済 費合 計備 考

報 酬給 料職員手当 計

本年度 8 16,561 3,514 20,075 3,042 23,117

前年度 8 16,087 2,509 18,596 2,769 21,365

比 較 0 474 1,005 1,479 273 1,752

職 員

手 当

の内訳

区 分期末手当

本年度 3,514

前年度 2,509

比 較 1,005



- 国保 52 -

（２） 給料及び職員手当の増減額明細

(単位 千円）

(３) 給料及び職員手当の状況

（ア）級別職員数

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給 料 1,148

給 与 改 定 に

伴 う 増 減 分

昇 給 に

伴 う 増 加 分
984 平均昇給率 1.8％ 対象職員数 16人

その他の増減分 164 職員の変動等による増減

職員数

本年度 16人

前年度 16人

増 減 0人

職員手当 957

制 度 改 正 に

伴 う 増 減 分
△ 325 期末手当

その他の増減分 1,282 その他

区 分

令和３年１月１日 現在 令和２年１月１日 現在

一般行政職 技能労務職 一般行政職 技能労務職

職 員 数

人

構 成 比

％

職 員 数

人

構 成 比

％

職 員 数

人

構 成 比

％

職 員 数

人

構 成 比

％

８級

７級 1 6.3 1 6.3

６級 1 6.3 1 6.3

５級 1 6.3 1 6.3

４級 3 18.7 3 18.7

３級 3 18.7 3 18.7

２級 5 31.2 4 25.0

１級 2 12.5 3 18.7

計 16 100.0 16 100.0
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(級別の基準となる職務）

（イ）職員一人当たり給与

（ウ）初任給

（エ）期末勤勉手当の支給率

（ ）内は再任用職員の支給率

（オ）地域手当

区 分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

一 般

行政職

部 長

参 事

課 長

参 事

室 長

主 幹

係 長

主任主査

特に高度の

知識及び経

験を必要と

する主査

主 査 主 事 事務員

技 能

労務職

区 分
令和３年１月１日 現在 令和２年１月１日 現在

一般行政職 技能労務職 一般行政職 技能労務職

平均給料月額 287,868円 280,143円

平均給与月額 314,273円 306,573円

平 均 年 齢 38歳1月 37歳0月

区 分 一般行政職 技能労務職
国 の 制 度

一般行政職 技能労務職

高校卒 154,900円 150,600円 150,600円 147,900円

大学卒 188,700円 182,200円

区 分
支給期別支給率 支給率計

（月分）

職制上の段階、職務の

級等による加算措置
備 考

６月 １２月

本 年 度
(1.175)

2.225

(1.175)

2.225

(2.35)

4.45
有

前 年 度
(1.175)

2.25

(1.175)

2.2

(2.35)

4.45
有

国の制度
(1.175)

2.225

(1.175)

2.225

(2.35)

4.45
有

支給対象地域 全 域

支 給 率（％） 3

支 給 対 象 職 員 数（人） 16

国 の 指 定 基 準 に

基 づ く 支 給 率（％）
3
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(カ）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（キ）特殊勤務手当

（ク）その他の手当

区 分

2 0 年勤続

の者

(月分)

2 5 年勤続

の者

(月分)

3 5 年勤続

の者

(月分)

最 高 限 度

(月分)

その他の

加算措置等
備 考

支
給
率
等

応募認

定退職
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退

職者特例措置

(2%～45%)

定 年

退 職
24.586875 33.27075 47.709 47.709 制度なし

国の制度

(支給率等)
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退

職者特例措置

(2%～45%)

区 分 全職種
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

給 料 総 額 に

対 す る 比 率

％

0.15

％

0.15

％

支 給 対 象 職 員 の 比 率

（令和３年１月１日現在）

％

12.50

％

12.50

％

代表的な特殊勤務手当の名称普通税務手当

区 分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 異 持 家

（市）

4,500円

（国）

―

通 勤 手 当 異

交通機関

利 用 者

交通用具

利 用 者

（市）

全額限度

（55,000円）

6,400円

～ 31,600円

（国）

最高限度

（55,000円）

2,000円

～ 31,600円
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位 千円）

事 項 限度額

前年度末までの

支出（見込）額

当該年度以降

の支出予定額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 市 債 その他

年度 年度

コンビニエンス

ストア収納代行

委託料

6,666 令和2 2,178

令和3

～

令和4

4,488 4,488


